
 

 

 

 

 

第１章 人口ビジョン 
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１ 人口動向分析 

（１）総人口の推移 
 ✓ 南相馬市の人口は、第二次世界大戦中の昭和 15（1940）年から終戦後の

昭和22（1947）年にかけて、急激に増加（60,693人→78,362人）。 

 ✓ その後昭和 25（1950）年にピークを迎えた後（80,004人）、日本は高度

経済成長期を迎え、地方から首都圏への人口の大量流出の影響により、昭

和45（1970）年まで緩やかに減少。 

 ✓ 昭和45（1970）年を底（69,105人）に、第二次ベビーブームを追い風に

微増・微減を繰り返しながら、平成7（1995）年まで緩やかに増加（77,860

人）。 

 ✓ その後は減少傾向となり、平成22（2010）年の国勢調査人口は70,878人。 

 ✓ 平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災と、震災に伴い発生した東

京電力福島第一原子力発電所事故の影響により、一時は市内居住人口が１

万人を切る状態に。 

 ✓ その後避難指示区域の再編や、復旧・復興の進展により市民の帰還が進

み、平成27（2015）年4月現在の市内居住人口は53,636人まで回復（住民

基本台帳登録人口は、64,114人）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成22（2010）年までは国勢調査、平成27（2015）年は3月31日現在の住基人口 

平成12（2000）年までは旧小高町、旧鹿島町、旧原町市の人口の合算 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

 ✓ 生産年齢人口（15～64歳）は、平成7（1995）年の50,142人をピークに、

現在まで減少傾向。特に東日本大震災発生後、減少幅が拡大。 

 ✓ 平成2（1990）年までは年少人口（0～14歳）が老年人口（65歳以上）を

上回っていたが、平成7（1995）年に逆転。その後年少人口は減少傾向、老

年人口は増加傾向にあり、その差が広がりつつある。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：平成22（2010）年までは国勢調査、平成27（2015）年は3月31日現在の住基人口 

平成12（2000）年までは旧小高町、旧鹿島町、旧原町市の人口の合算 
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（３）人口動態の推移 

 ① 転入者・転出者数の推移 

 ✓ 南相馬市では、平成元（1989）年以降、ほぼすべての年で転出者数が転

入者数を上回る「社会減」の状態。 

 ✓ 平成7（1995）年に一時的に「社会増」となっているのは、東北電力原町

火力発電所の建設に当たり、作業員等が一時的に多数転入してきたことに

よるものと思われる。 

 ✓ 平成23（2011）年の転出者数の急激な増加及び平成23（2011）年から平

成24（2012）年にかけての転入者数の急激な減少は、同年3月11日に発生

した東日本大震災及びそれに伴う東京電力福島第一原子力発電所事故の影

響によるものと思われる。 

 ✓ 平成 24（2012）年以降は、転入者数が増加傾向にあり、平成 26（2014）

年には転入者数、転出者数ともに震災前の水準まで回復。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※南相馬市調べ。平成17（2005）年以前は、合併前の小高町、鹿島町及び原町市の間での

人口移動を含む。 
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② 出生・死亡数の推移 

✓ 南相馬市の平成元（1989）年以降の出生・死亡数の推移をみると、平成9

（1997）年までは出生数が死亡者数を上回る「自然増」の状態。 

✓ 平成10（1998）年に初めて死亡数が出生数を上回り、「自然減」の状態と

なると、翌平成11（1999）年も自然減の状況が継続。 

✓ 平成12（2000）年に再び「自然増」の状態を回復するも、平成14（2002）

には再び「自然減」となって以降、平成 26（2014）年まで「自然減」の状

況が続いている。 

✓ 特に平成23（2011）年に発生した東日本大震災の影響は大きく、平成23

年以降「社会減」の減少幅が大きくなっている。 

✓ 死亡者数は平成 23（2001）年を除き、震災前の水準以下まで低下してき

ているが、出生数は震災前の5割～7割程度で推移している。 

 

 

※南相馬市調べ。 

 

 

 

 

 

 

 

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平
成
元
(1
9
8
9
)

平
成
2
(1
9
9
0
)

平
成
3
(1
9
9
1
)

平
成
4
(1
9
9
2
)

平
成
5
(1
9
9
3
)

平
成
6
(1
9
9
4
)

平
成
7
(1
9
9
5
)

平
成
8
(1
9
9
6
)

平
成
9
(1
9
9
7
)

平
成
1
0(1
9
9
8
)

平
成
1
1(1
9
9
9
)

平
成
1
2(2
0
0
0
)

平
成
1
3(2
0
0
1
)

平
成
1
4(2
0
0
2
)

平
成
1
5(2
0
0
3
)

平
成
1
6(2
0
0
4
)

平
成
1
7(2
0
0
5
)

平
成
1
8(2
0
0
6
)

平
成
1
9(2
0
0
7
)

平
成
2
0(2
0
0
8
)

平
成
2
1(2
0
0
9
)

平
成
2
2(2
0
1
0
)

平
成
2
3(2
0
1
1
)

平
成
2
4(2
0
1
2
)

平
成
2
5(2
0
1
3
)

平
成
2
6(2
0
1
4
)

南相馬市の出生・死亡数の推移

出生数 死亡数

(人) 

(年) 



5 
 

（４）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

  ✓ グラフの縦軸に自然増減、横軸に社会増減をとり、各年の値によりグ

ラフを作成。時系列で本市の総人口に与えてきた自然増減（出生数－死

亡数）、社会増減（転入数－転出数）の影響を分析。 
  ✓ 1990年代前半は、若干の「社会減」の状況にはあったものの、「自然増」

の状況が続いており、人口動態が総人口に与える影響はそれほど大きく

なかった。 

  ✓ 1990年代後半以降、「社会減」が「自然増」を上回るようになり、人口

減少基調となった。 

  ✓ 2000年代に入ると、「自然減」の状況も加わり、人口減少が本格化。 

  ✓ 特に平成 23（2011）年に発生した東日本大震災等の影響により、2011

年は「自然減」と「社会減」が急激に進行し、総人口も大幅に減少。 

  ✓ その後、自然増減は震災前の水準にはなかなか達しないものの、社会

増減は改善しつつある。 
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（５）性別・年齢階級別の人口移動分析 

 ✓ 国勢調査の結果を用い、昭和 55（1980）年以降 5年ごとの年齢（5歳階

級）・男女別の純移動数を推計し、年齢別・男女別の長期的動向を比較。 

 ✓ 結果を見ると、男女とも10代前半から後半にかけて人口が大きく減少し、

20代前半から後半にかけて大きく増加。この傾向は時代が変わっても大き

な変化はなし。 

 ✓ この傾向は、市外への進学・就職による転出超過と大学卒業後の市内へ

の就職による転入超過によるもので、全国的にも同様の傾向が見られる。 
 ✓ ただし、本市の「20～24歳→25～29歳」での転入超過数は男女ともに比

較的小さく、これは、本地域の雇用情勢の厳しさを反映しているものと思

われる。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※国勢調査の結果により、5歳階級別年齢人口から純移動数を推計。 
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（６）人口移動の状況 

 ① 県内における東日本大震災前後の人口移動の推移 

 ✓ 震災前（平成19年～22年）においては、福島市や郡山市、いわき市など

県内主要都市への転出超過が目立つ一方、大熊町への転出超過も多かった。 

 ✓ また、相馬市や飯舘村、浪江町等近隣市町村だけでなく、会津若松市や

喜多方市等会津地方からの転入超過が多かった。 

 ✓ 震災後（平成23年～26年）においては、震災前同様主要都市への転出超

過が見られるが、超過数が大幅に増加。 

 ✓ 震災前は転入超過であった会津若松市、相馬市も転出超過に転じている。

これは原発事故に伴うものと考えられる。 

 ✓ 震災後は転入超過となる市町村が大幅に減ったが、避難指示が出されて

いる双葉郡の町村からの転入超過が見られる。 

 
【震災前（平成19（2007）年～平成22（2010）年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※他自治体→南相馬市は転入超過の状況、南相馬市→他自治体は転出超過の状況を表示。 

 いずれも多い方から5市町村ずつ記載。 

 「福島県現住人口調査年報」より作成。 
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【震災後（平成23（2011）年～平成26（2014）年）】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※他自治体→南相馬市は転入超過の状況、南相馬市→他自治体は転出超過の状況を表示。 

 いずれも多い方から5市町村ずつ記載。 

 「福島県現住人口調査年報」より作成。 
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② 県外における東日本大震災前後の人口移動の推移 

 ✓ 県外における本市への人口移動の状況は、転出超過については震災前・

震災後のいずれにおいても宮城県と首都圏が中心であり、転出先はそれほ

ど変わらないが、震災後の転出超過数が大きく増加。特に宮城県では転出

超過数が4倍以上増加。 

 ✓ 震災前から首都圏への転出超過の状況が見られ、本市においても東京圏

への一極集中の状況が見てとれる。 

 ✓ 転入超過の状況では、震災前は青森県や秋田県など北東北からの転入が

多くあったが、震災後はなくなった。 
 ✓ 震災後、大阪府からの転入超過が増加したのは、復興作業に伴う作業員

の増加によるものと考えられる。 
 
【震災前（平成19（2007）年～平成22（2010）年）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※他都道府県→南相馬市は転入超過の状況、南相馬市→他都道府県は転出超過の状況を表

示。いずれも多い方から5都道府県ずつ記載。 

 「福島県現住人口調査年報」より作成。 

 

秋田県 

46人 
青森県 

11人 

愛知県 

10人 

奈良県 

6人 

宮崎県 

5人 

宮城県 

318人 

東京都 

185人 

千葉県 

174人 

埼玉県 

93人 

神奈川県 

78人 

都道府県名 転入 転出 転入-転出

秋田県 105 59 46

青森県 62 51 11

愛知県 60 50 10

奈良県 8 2 6

宮崎県 5 0 5

宮城県 818 1,136 -318

東京都 593 778 -185

千葉県 243 417 -174

埼玉県 202 295 -93

神奈川県 262 340 -78

転

入

超

過

転

出

超

過
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【震災後（平成23（2011）年～平成26（2014）年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※他都道府県→南相馬市は転入超過の状況、南相馬市→他都道府県は転出超過の状況を表

示。いずれも多い方から5都道府県ずつ記載。 

 「福島県現住人口調査年報」より作成。 

 

宮城県 

1,444人 

茨城県 

305人 

埼玉県 

298人 
東京都 

288人 

千葉県 

223人 

大阪府 

29人 

沖縄県 

6人 

熊本県 

5人 

福井県 

5人 

富山県 

3人 

都道府県名 転入 転出 転入-転出

大阪府 79 50 29

沖縄県 25 19 6

熊本県 21 16 5

福井県 16 11 5

富山県 14 11 3

宮城県 675 2,119 -1,444

茨城県 171 476 -305

埼玉県 240 538 -298

東京都 578 866 -288

千葉県 216 439 -223

転

入

超

過

転

出

超

過
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（７）合計特殊出生率の推移 

 ✓ 合計特殊出生率の推移をみると、旧市町単位では多少の上下はあるもの

の、総体的には低下傾向。 
 ✓ この傾向は、南相馬市を含む相双地域及び福島県においても同様。 
 ✓ 福島県の合計特殊出生率は、全国的に常に上位に位置しているが、本市

は総じてその数値を上回ってきた。 
 ✓ 東日本大震災発生後を含む平成20（2008）年～平成24（2013）年におい

て大きく低下。 
 

【合計特殊出生率の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」より作成 

 
 

 

 

 

 

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2

2.1

2.2

2.3

S58～S62 S63～H4 H5～H9 H10～H14 H15～H19 H20～H24

南相馬市

旧原町市

旧小高町

旧鹿島町

相双地域

福島県

(年) 

S58～S62S63～H4 H5～H9 H10～H14H15～H19H20～H24
南相馬市 1.70 1.56
旧原町市 2.04 1.87 1.75 1.68
旧小高町 2.13 1.92 1.94 1.74
旧鹿島町 2.09 1.81 1.79 1.73
相双地域 2.23 1.97 1.89 1.77 1.71 1.59
福島県 1.97 1.82 1.73 1.64 1.52 1.48
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（８）アンケート結果 

 ✓ 本市の人口移動要因や首都圏居住者の移住意向、地元高校生の進路希望

等を把握するため、各種アンケートを実施。各アンケートの概要と主な結

果は以下のとおり。 

 

 ① 転出者調査 

  調査対象：平成23年4月1日から平成27年5月31日までに本市から転出

した方のうち、18歳～65歳の男女から無作為抽出した851名。 

  調査方法：郵送による配布・回収 

  回収状況：35.0％ 

  調査期間：平成27年7月2日～8月9日 

 

【転出のきっかけ】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

【転出後の居住地の満足度】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高満足度層 低満足度層 

日常の買い物の利便性 75.5 6.7 

バス・鉄道等公共交通の利便性 70.8 9.8 

保健・医療・福祉の環境 59.1 7.4 

道路等の都市基盤の整備 60.1 12.8 

都市の景観 54.7 8.7 

図書館等の公共施設の状況 54.3 10.1 

子育て・教育の環境 49.3 7.0 

趣味や娯楽の環境 54.4 13.5 

治安や防災の環境 49.0 9.4 

自然環境 52.7 14.7 

住宅事情（価格や規模等） 48.0 21.1 

居住地域のコミュニティ 35.6 18.1 

全体　(N=298)

震災の影響（放射線の影響や避難指示）に

よって

自分の仕事の事情で

親や子ども世帯との同居・近居のため

家族の仕事の事情で

自分の結婚の都合で

66.1

36.6

11.4

10.4

5.4

0 20 40 60 80 （％）

転出のきっかけについては、

「震災の影響（放射線の影響や

避難指示）によって」が66.1％

で最も多く、次いで「自分の仕

事の事情」「親や子ども世帯との

同居・近居のため」が多い。 

転出後の居住地の満足度

については、全ての項目にお

いて≪高満足度層≫が≪低

満足度層≫を上回っている。 

特に、「日常の買い物の利

便性」「バス・鉄道等公共交

通の利便性」が大きく上回っ

ており、これらの項目におい

て転出により満足度が向上

したものと考える。 

一方、「住宅事情」や「コ

ミュニティ」については≪低

満足度層≫が高めであり、本

市の満足度が比較的高かっ

たことがうかがえる。 
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【転出時の気持ち】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南相馬市への帰還意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.4 

14.8 

21.8 

1.0 

（％）

(N=  298)

できれば

住み続けたかった

住み続けたいとは

思わなかった

特に何も

感じなかった

無回答
転出した時の気持ちについて

は、「できれば住み続けたかっ

た」が 62.4％で最も多く、次

いで「特に何も感じなかった」

「住み続けたいとは思わなかっ

た」の順となっている。 

10.1 

14.4 

28.9 12.1 

32.6 

2.0 

（％）

(N=  298)

居住希望：

ほぼ１００％

居住希望：

７５％前後

居住希望：

５０％前後

居住希望：

２５％前後

居住希望：

ほぼ０％

無回答

居住希望：ほぼ 100％ ⇒現時点で戻りたいと思っている 
居住希望：75％前後  ⇒現時点でどちらかといえば戻りたいと思っている 
居住希望：50％前後  ⇒現時点でどちらともいえない 
居住希望：25％前後  ⇒現時点でどちらかといえば戻りたくないと思っている 
居住希望：ほぼ 0％   ⇒現時点で戻りたくないと思っている 

本市への帰還意向について

は、「居住希望ほぼ 100％」と

「居住希望 75％前後」の合算

が 24.5％、「居住希望 25％前

後」と「居住希望ほぼ 0％」の

合算が 44.7％で、居住希望度

が低い人の割合が多くなってい

る。 
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② 転入者調査 

 調査対象：平成23年4月1日から平成27年5月31日までに本市へ転入し、

平成27年6月1日時点で引き続き居住する方で、18歳～65歳の

男女から無作為で抽出した950名。 

  調査方法：郵送による配布・回収 

  回収状況：24.7％ 

  調査期間：平成27年7月2日～8月9日 

 

【転入のきっかけ】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南相馬市の暮らしやすさ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体　(N=235)

自分の仕事の事情で

震災の影響（放射線の影響や避難指示）に

よって

家族の仕事の事情で

自分の結婚の都合で

親や子ども世帯との同居・近居のため

62.6

11.9

10.6

10.2

9.8

0 20 40 60 80 （％） 転入のきっかけについては、

「自分の仕事の事情」が62.6％

で最も多く、次いで「震災の影

響」「家族の仕事の事情」が多く

なっている。 

暮らしやすい
暮らしにくい

どちらかといえば、

暮らしやすい

どちらともいえ

ない

どちらかといえば、

暮らしにくい

無回答

14.0 

20.4 

20.4 

25.5 

19.1 

0.4 

（％）

(N=  235)

本市の暮らしやすさについて

は、「暮らしやすい」と「どちら

かといえば、暮らしやすい」の合

算が 34.4％、「どちらかといえ

ば、暮らしにくい」と「暮らしに

くい」の合算が 44.6％であり、

南相馬市が暮らしにくいと思う

人の割合が多い。 
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【南相馬市での居住意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南相馬市の環境への満足度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高満足度層 低満足度層 

図書館等の公共施設の状況 41.3 17.1 

自然環境 34.4 28.5 

居住地域のコミュニティ 14.5 21.7 

治安や防災の環境 24.7 37.5 

子育て・教育の環境 13.6 31.9 

都市の景観 20.8 43.8 

住宅事情（価格や規模等） 23.0 47.7 

道路等の都市基盤の状況 17.9 52.3 

保健・医療・福祉の環境 16.1 55.8 

日常の買い物の利便性 19.2 65.9 

趣味や娯楽の環境 6.0 60.9 

バス・鉄道等公共交通の利便性 1.7 85.5 

居住希望：

ほぼ１００％
居住希望：

ほぼ０％

居住希望：

７５％前後

居住希望：

５０％前後

居住希望：

２５％前後
21.7 

16.2 

34.5 

12.8 

14.9 

（％）

(N=  235)

本市での居住意向については、

「居住希望ほぼ 100％」と「居

住希望 75％前後」の合算が

37.9％、「居住希望 25％前後」

と「居住希望ほぼ0％」の合算が

27.7％であり、居住希望度が高

い人の割合が多くなっている。 

居住希望：ほぼ 100％ ⇒現時点で住み続けたいと思っている 
居住希望：75％前後  ⇒現時点でどちらかといえば住み続けたいと思っている 
居住希望：50％前後  ⇒現時点でどちらともいえない 
居住希望：25％前後  ⇒現時点でどちらかといえば転居したいと思っている 
居住希望：ほぼ 0％   ⇒現時点で転居したいと思っている 

本市の環境への満足度に

ついては、「図書館等の公共

施設の状況」「自然環境」が

≪高満足度層≫が≪低満足

度層≫を上回っており、他の

項目よりも満足度が高い。 

一方、その他の項目につい

ては≪低満足度層≫が≪高

満足度層≫を上回っており、

特に「バス・鉄道等公共交通

の利便性」「趣味や娯楽の環

境」「日常の買い物の利便性」

の満足度が低くなっている。 
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③ 進路希望調査 

調査対象：市内の高校（原町高校、相馬農業高校、小高工業高校、小高商業

高校）に通う高校2～3年生744名 

  調査方法：集合調査（各学校で配布・回収） 

  回収状況：96.9％ 

  調査期間：平成27年7月6日～22日 

 

 【高校卒業後の進路】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【希望就職先の所在地】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【南相馬市で働くための企業の条件】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.7 

32.7 

0.3 
4.6 

0.7 

（％）

(N=  721)

大学・短大・

専門学校等に

進学したい

無回答

就職（家業

継承なども

含む）した

い

その他

わからない

卒業後の進路希望について

は、「大学・短大・専門学校に進

学したい」が全体の6割以上を

占め、次いで「就職（家業継承

なども含む）したい」が3割程

度となった。 

25.4 

18.6 

49.1 

3.7 

3.2 

（％）

(N=  721)

南相馬市内

無回答

福島県内福島県外

その他

（海外な

ど）

希望就職先の所在地について

は、「福島県外」が49.1％と最

も多く、次いで「南相馬市内」

25.4％、「福島県内」18.6％と

なっている。 

全体　(N=721)

経営が安定している企業

給料・賃金が高い企業

やりたい仕事ができる企業

働きがいがある企業

自分の能力を活かせる企業

56.7

52.6

47.3

43.7

42.9

0 20 40 60（％） 市内で働くための企業の条件

については、「経営が安定してい

る企業」が56.7％と最も多く、

次いで「給料・賃金が高い企業」

「やりたい仕事ができる企業」

が多い。 
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 【南相馬市への居住意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南相馬市に居住し続けるための条件】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.1 

17.5 

39.3 

14.1 

16.4 
0.7 

（％）

(N=  721)

居住希望

ほぼ１００％居住希望

ほぼ０％
居住希望

７５％前後

居住希望

５０％前後

居住希望

２５％前後

無回答

居住希望：ほぼ 100％ ⇒現時点で住み続けたいと思っている 
居住希望：75％前後  ⇒現時点でどちらかといえば住み続けたいと思っている 
居住希望：50％前後  ⇒現時点でどちらともいえない 
居住希望：25％前後  ⇒現時点でどちらかといえば転居したいと思っている 
居住希望：ほぼ 0％   ⇒現時点で転居したいと思っている 

就職後の本市での居住意向に

ついては、「居住希望 50％前

後」が39.3％と最も多く、「居

住希望ほぼ100％」と「居住希

望 75％ 前 後 」 の 合 算 が

29.6％、「居住希望25％前後」

と「居住希望ほぼ 0％」の合算

が 30.5％で、居住希望度の高

い生徒と低い生徒がほぼ同じ割

合。 

全体　(N=721)

買物ができる店がもっと増えれば

働きたい職場が増えれば

バス・鉄道等交通条件がもっとよくなれば

遊ぶ場所がもっと増えれば

人が増えて、もっと活気があれば

53.4

49.0

48.0

46.2

34.1

0 20 40 60 （％） 本市に居住し続けるための条

件については、「買い物ができる

店がもっと増えれば」が53.4％

と最も多く、次いで「働き隊職

場が増えれば」「バス・鉄道等交

通条件がもっとよくなれば」が

多い。 
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 ④ 市外居住者調査 

調査対象：東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）に居住する18歳

～65歳の方のうち、過去に本市を訪れたことがある（住んでい

たことがある）、または訪れたことはないが本市の概要をよく知

っている男女1,000人 

  調査方法：インターネットモニター調査 

  調査期間：平成27年7月13日～20日 

 

【移住に関する検討】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【南相馬市への移住検討の可否】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【南相馬市への移住を検討できない理由】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.1 

26.5 

15.6 

43.8 

（％）

(N=1,000)

かなり具体的に

検討している

なんとなく

考えている

これから検討

したい

特に考えたこと

はない 移住に関する検討の有無につ

いては、「なんとなく考えてい

る」「これから検討したい」「か

なり具体的に検討している」を

合算した、移住を考えたことが

ある人が過半数を占める。 

9.6 

20.6 

21.5 19.5 

28.8 

（％）

(N=1,000)

大いに検討で

きる全く検討

できない
多少は検討

できる

どちらでもない

あまり検討

できない

本市を移住先として検討でき

るかについては、「大いに検討で

きる」と「多少は検討できる」

を合算した、移住検討を可とし

た人が全体の約3割。 

全体　(N=483)

放射線等の影響が心配だから

交通の便がよくないから

働く場が少なそうだから

南相馬に関する情報が不足しているから

買い物等に不便だから

34.6

30.8

25.9

21.1

16.1

0 10 20 30 40 （％）

本市を移住先として検討でき

ないとした人に対しその理由を

たずねたところ、「放射線等の影

響への心配」が 34.6％と最も

多く、次いで「交通の不便さ」

「働く場が少なそう」が多い。 
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 【移住時に重視すること】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【移住に必要な情報】（複数回答可）※上位5項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１位～第５位の合算 (N=1,000) 第１位 (N= 1,000)

順位 項目名 順位 項目名

１位 就労先 58.7％ １位 就労先 33.2％

２位 居住先（住宅の状況） 52.8％ ２位 放射線量 16.7％

３位 人間関係 40.0％ ３位 居住先（住宅の状況） 10.9％

４位 鉄道やバス等の公共交通機関の利便性 36.0％ ４位 人間関係 6.7％

５位 医療福祉の充実 34.5％ ５位 鉄道やバス等の公共交通機関の利便性 4.9％

本市への移住の際に重視することについては、単純集計では「就労先」が58.7％で

最も多く、次いで「居住先（住宅の状況）」「人間関係」が多い。 

この中で最も重視することをたずねたところ、単純集計では 5位以内に入らなかっ

た「放射線量」が2番目に多い結果となった。 

全体　(N=1,000)

病院、福祉施設、福祉サービスに関する情報

日常の暮らしに関する情報

就業に関する情報

不動産に関する情報

除染の進捗状況に関する情報

52.8

51.5

50.5

48.8

41.7

0 10 20 30 40 50 60 （％）

本市へ移住するために必要な

情報については、「病院、福祉施

設、福祉サービスに関する情報」

が 52.8％と最も多く、次いで

「日常の暮らしに関する情報」

「就業に関する情報」が多い。 
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２ 将来人口の推計と分析 

（１）将来人口推計 

 ✓ 市が平成26年度に策定した「南相馬市復興総合計画」において、平成36

（2024）年までの人口を推計。 

 ✓ 平成36年以降については、復興総合計画で推計した人口のうち、平成36

年の市内居住人口・帰還人口をベースに、国立社会保障・人口問題研究所

が公表している南相馬市の仮定値データを用いて平成 52（2040）年まで推

計。 

 ✓ なお、国では平成 72（2060）年までの人口ビジョンを作成しているが、

国立社会保障・人口問題研究所において、福島県内の市町村の人口につい

ては平成 52（2040）年までしか推計していないことから、本市の人口ビジ

ョンも平成52（2040）年までの人口を推計することとする。 

 

 ①総人口の推計 

 ✓ 平成27（2015）年5月28日現在の市内居住人口をベースに、特に人口減

少対策を実施しないと仮定して平成52（2040）年までの人口を推計すると、

平成32（2020）年には50,996人、平成42（2030）年には44,375人、平成

52（2040）年には38,024人と、大きく減少することが見込まれる。 

 ✓ 南相馬市の人口推計の推移を全国及び福島県の推移と比較すると、平成

52（2040）年に全国では平成22（2010）年の人口の16.2%減、県では26.8%

減となることが見込まれるのに対し、南相馬市では実に46.4%減となること

が見込まれ、南相馬市を取り巻く状況の厳しさが伺える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※平成22（2010）年の人口は国勢調査、平成27（2015）年の人口は平成27年5月28日現

在の市内居住人口、平成32（2020）年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所推計の

福島県仮定値から南相馬市仮定値を推計して予測した市内居住人口と市外避難者の帰還を

見込む人口の合計。 
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